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ＴＸ東京駅延伸促進事業

１節　整備・開発と自然環境のバランスがとれた流山（都市基盤の整備） 主管課 都市計画課

会計 小事大事目項

対象

ＴＸのさらなる利便性向上と沿線の発展に向け、ＴＸの東京駅延伸を促進するため、沿線自
治体において事業化に必要となる調査（収支、資金計画、受益等）を実施する。

ＴＸ東京駅延伸を現状から進展させるためには、沿線自治体による調査が必要であるが、沿
線１１都市の合意形成が課題である。また、平成２８年度初頭に、国土交通省の交通政策審
議会から、「東京圏における今後の都市鉄道の在り方について」の答申が公表される見込み
であり、答申内容に合わせた対応を行う必要がある。

ＴＸ東京駅延伸を促進させるため沿線自治体が調査を行い
東京駅延伸の実現を目指す。

主管課長武田　淳利便性と快適性を重視した公共交通機関の整備充実

名　　称 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

ＴＸを利用する市民等 意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

便利だと感じている駅利
用者の割合

69.50 69 66.80 ％ ↗↗↗ まちづくり達成度アンケート

323,900 325,600

平成２６年度

0.67

人 ↗↗↗340,108

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

1,397,400 3,109,170 5,045,100

平成27年度における東京駅延伸に向け
ての要望活動
・6月3日に「ＴＸ利用・建設促進議員
連盟総会」が開催され、議員連盟会長
に対し、沿線8区市から、東京駅延伸に
関する要望書を提出した。また、同日
付で、同内容の要望書を国土交通大臣
及び鉄道局長へ提出した。
・6月25日開催の首都圏新都市鉄道株式
会社株主総会終了後、首都圏新都市鉄
道㈱に対し、沿線8区市から東京駅延伸
に関する要望書を提出した。
・7月2日に東京都を訪問し、東京都知
事に対し、沿線7市から東京駅延伸に関
する要望書を提出した。

平成２５年度 平成２７年度

1,397,400 3,109,170 5,045,100

0.20 0.45

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

Ａ　必要性が高まる
と考えられる

Ｄ　国・県・広域自
治体で担うべき

有効性 Ｂ　達成できなかった

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅰ　拡　　　充　（事業を拡大して継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取組の
課題

形式的な活動だけでなく、段階的調査
を進めていく必要がある。そのために
は沿線自治体の合意形成が必要であ
る。。

④今後の
改善計画

首都圏新都市鉄道㈱に対し、需要予測
調査等の実施を要望していくと共に、
引き続き、延伸に積極的な沿線自治体
と協力し、各方面へ働きかけを行って
いく。

①今年度
(H２７)の
改善計画

②今年度
(H２７)に
実施した

取組

東京駅延伸に向け沿線自治体の合意を
図るとともに、引き続き国、県、関係
機関等に要望をしていく。

ＴＸ議連、国土交通省、首都圏新都市
鉄道㈱、東京都知事に対し要望活動を
行った。


